
第 58 回全国都市国民年金協議会総会及び研修会が 2020年８月 20・21日の２日間、全国都市国民年金
協議会東海ブロックの三重県津市で開催される予定であったが、新型コロナウイルスの感染症拡大防止の観点
から対面による実施を見送り、書面での開催となった。
これは、１月に国内で最初の感染者が確認された後、同年４月 16日には新型コロナウイルス対策の特別措
置法に基づく「緊急事態宣言」の対象地域が全国に拡大され、不要不急の移動を避けること、密封・密集・
密接という３条件の重なるような集会や会議の自粛等が求められ、その後、宣言が延長されるなど収束の見込
みが立たない状況となったためで、全会員市（区）に出席の意向等について照会したところ、約 75％の市（区）
が欠席、また、安全の確認ができるまでは開催を控えるべきであるという意見が多数寄せられたことを受け、東海ブ
ロック議長団市での協議により、理事市（区）の承認を得た上、必要な議決を書面で行うこととなったものである。

■  第58回全国都市国民年金協議会総会

通常であれば、１日目は分科会、２日目に総会
と研修会が開催されるが、今回は全会員市（区）
による書面審議が行われ、結果、「第１号議案　要
望書について」及び「第２号議案　次期総会開催
市について」はいずれも全会一致で承認された。 
その後、国（厚生労働省及び日本年金機構）へ
国民年金制度改善についての要望書を提出し、
2020年10月５日に回答が得られた。内容は次のと
おり。
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第58回全国都市国民年金協議会総会（三重県津市）は
新型コロナウイルスの影響で書面により開催 
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次期総会開催市
　次期（第59回）総会開催市は、近畿ブロックの兵庫県神戸市となった。

回 開催年 ブロック 開催市 回 開催年 ブロック 開催市

1 昭和38年 長崎市・熊本市・鹿児島市 東 京 都 31 平成5年 東　海 岡 崎 市

2 昭和39年 長崎市 東 京 都 32 平成6年 近　畿 京 都 市

3 昭和40年 東　北 仙 台 市 33 平成7年 関　東 水 戸 市

4 昭和41年 東　海 静 岡 市 34 平成8年 北海道 北 見 市

5 昭和42年 近　畿 尼 崎 市 35 平成9年 北信越 金 沢 市

6 昭和43年 関　東 千 葉 市 36 平成10年 中　国 松 江 市

7 昭和44年 北海道 札 幌 市 37 平成11年 四　国 徳 島 市

8 昭和45年 北信越 新 潟 市 38 平成12年 九　州 長 崎 市

9 昭和46年 中　国 山 口 市 39 平成13年 東　北 青 森 市

10 昭和47年 四　国 高 知 市 40 平成14年 東　海 静 岡 市

11 昭和48年 九　州 別 府 市 41 平成15年 近　畿 東大阪市

12 昭和49年 東　北 秋 田 市 42 平成16年 関　東 多 摩 市

13 昭和50年 東　海 岐 阜 市 43 平成17年 北海道 函 館 市

14 昭和51年 近　畿 堺  　市 44 平成18年 北信越 福 井 市

15 昭和52年 関　東 横須賀市 45 平成19年 中　国 広 島 市

16 昭和53年 北海道 旭 川 市 46 平成20年 四　国 高 知 市
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17 昭和54年 北信越 金 沢 市 47 平成21年 九　州 久留米市

18 昭和55年 中　国 岡 山 市 48 平成22年 東　北 山 形 市

19 昭和56年 四　国 松 山 市 49 平成23年 東　海 岐 阜 市

20 昭和57年 九　州 別 府 市 50 平成24年 近　畿 奈 良 市

21 昭和58年 東　北 盛 岡 市 51 平成25年 関　東 中 央 区

22 昭和59年 東　海 伊 勢 市 52 平成26年 北海道 帯 広 市

23 昭和60年 近　畿 神 戸 市 53 平成27年 北信越 富 山 市

24 昭和61年 関　東 東 京 都 54 平成28年 中　国 鳥 取 市

25 昭和62年 北海道 釧 路 市 55 平成29年 四　国 松 山 市

26 昭和63年 北信越 新 潟 市 56 平成30年 九　州 大 分 市

27 平成元年 中　国 岡 山 市 57 令和元年 東　北 仙 台 市

28 平成2年 四　国 高 松 市 58 令和2年 東　海 津 　 市

29 平成3年 九　州 那 覇 市 59 令和3年 近　畿 神 戸 市

30 平成4年 東　北 福 島 市
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